
令和元年度 地域活性化総合特別区域評価書 
 

作成主体の名称：三重県 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

  みえライフイノベーション総合特区 

 

２ 総合特区計画の状況 

  ①総合特区計画の概要 

   三重大学医学部附属病院が、大規模災害時における医療情報喪失防止のためのバック

アップ（保全）、地域医療の適切化・均てん化のための医療機関間の切れ目のない連携

を目的に、県内９医療機関が保有する患者の医療情報を統合したデータベースを構築す

るとともに、企業等における医療分野の研究開発ニーズに柔軟に応えるためのデータベ

ースの活用に取り組む。 

   また、企業等の製品開発を支援する研究開発支援拠点「みえライフイノベーション推

進センター（ＭｉｅＬＩＰ）」を県内７箇所に設置するとともに、各拠点が主体となっ

て地域の企業等の様々な製品・サービスの創出を支援する。 

 

  ②総合特区計画の目指す目標 

   画期的な医薬品や医療機器、認知症ケアを見据えた生活支援機器等の福祉機器、高機

能食品等、ヘルスケア分野の製品・サービスを創出するとともに、企業や研究機関の立

地、県内への研究開発資金の投入、雇用の拡大等によって、県内経済の活性化を生み出

し、ライフイノベーションに寄与する地域になることをめざす。 

 

  ③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

   平成 24年７月 25日指定 

   平成 24年 11月 30日認定（平成 29年３月 27日最終認定） 

 

  ④前年度の評価結果 

   ライフ・イノベーション分野 ３．７点 

・研究開発支援拠点「みえライフイノベーション推進センター」の設置や財政的援助

により、企業参入や製品開発、雇用創出に着実に成果がでている。県レベルでの企

業振興支援との連携においても着実に成果を生み出している。 

・県民の５分の１にあたる 42万人をカバーする統合型医療情報データベースの構築

は特記すべき成果である。医療情報データベースについては全国で類似のものが広

がっており、得意分野やサービス内容など差別化が必要だと考えられる。これを政

策、研究、製品開発に活用した成果が期待される。 

・ヘルスケアに関わる人材雇用を促進するような施策も考慮する必要があるのではな

いか。 

・「特区」でなければ実現できない新たな視点の取組がないか、再検討してみても良

い。 
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  ⑤本年度の評価に際して考慮すべき事項 

   該当なし 

 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

  ①評価指標 

   評価指標（１）：統合型医療情報データベースの活用［進捗度 100％］ 

   数値目標（１）：統合型医療情報データベースを活用した製薬企業等との共同研究 

           契約の締結数（累計） ４件（令和３年度） 

［当該年度目標値２件、当該年度実績値２件、進捗度 100％］ 

 

   評価指標（２）：ヘルスケア分野の製品・サービスの増加［進捗度 111％］ 

   数値目標（２）：ＭｉｅＬＩＰを活用して製品化されたヘルスケア分野の製品・ 

           サービス数（累計） 50件（令和３年度） 

    ［当該年度目標値 27件、当該年度実績値 30件、進捗度 111％］ 

 

   評価指標（３）：ヘルスケア産業の振興［進捗度 159％］ 

   数値目標（３）－①：ヘルスケア分野の製品・サービスの創出に伴う新市場開拓規模 

             240百万円（平成 28年度見込）→480百万円（令和３年度） 

    ［当該年度目標値 384百万円、当該年度実績値 349百万円、進捗度 91％、 

                                  寄与度 50％］ 

   数値目標（３）－②：ヘルスケア分野の製品・サービスの創出に伴う新規雇用創出数 

             40 人（平成 28年度見込）→50人（令和３年度） 

    ［当該年度目標値 46人、当該年度実績値 104 人、進捗度 226％、寄与度 50％］ 

 

   評価指標（４）：ヘルスケア分野企業（第２創業含む）及び研究機関の立地件数（累計） 

                                 ［進捗度 125％］ 

   数値目標（４）： 50件（平成 28年度見込）→100件（令和３年度） 

［当該年度目標値 80件、当該年度実績値 100件、進捗度 125％］ 

 

  ②寄与度の考え方 

   該当なし 

 

  ③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋 

   県民 30万人規模の医療情報を収集する統合型医療情報データベースを構築・活用する

ことにより、大規模災害時における医療情報喪失防止のためのバックアップ（保全）、地

域医療の適切化・均てん化のための医療機関間の切れ目のない連携、画期的な医薬品や

医療機器等の研究開発の促進等につなげていく。 

   また、企業や研究機関等の製品開発を支援するため、平成 25年９月に県内７箇所に設

置した研究開発支援拠点（ＭｉｅＬＩＰ）が主体となり、医療・福祉現場ニーズを収集

するとともに、産学官民金によるネットワークを形成することで、医薬品・医療機器等

の開発につなげていく。 
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 さらに、統合型療情報データベースの構築主体である三重大学は、ＭｉｅＬＩＰ相互

の連携・支援機能を持つＭｉｅＬＩＰセントラルの実施主体であることから、データベ

ースの利活用は、各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の製品開発支援を強化するなどの相乗効

果を発揮するものである。 

 これらの取組により、県内への研究開発資金の導入、企業や研究機関の立地、雇用の

拡大等につなげることで、三重県が県内企業・大学等の活性化や県内経済の活性化を生

み出すライフイノベーションに寄与する地域になることが期待される。 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２）

統合型医療情報データベースの活用を促進するため、三重大学医学部附属病院と製薬

企業等との共同研究締結に向けた支援や他地域の取組との連携可能性の検討等を行う。 

また、ヘルスケア分野の製品・サービスの開発に関心を持つ企業等によるＭｉｅＬＩ

Ｐの活用を促進するため、引き続き企業訪問等の場を活用し、総合特区計画に基づく取

組の周知に努めるとともに、企業等の製品開発活動に必要なコーディネート等の支援を

行う。 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

①特定地域活性化事業

該当なし。

②一般地域活性化事業

②－１ 健康増進に資する機能性食品の効能効果の表示・広告の実施 （食品表示基準）

ア 事業の概要

 県内企業に機能性食品の開発に向けた動きがあったことから、企業の取組を支援す

るため、健康増進に資する機能性食品の効能効果の表示・広告についての規制緩和を

提案した結果、平成 26年７月の国（消費者庁）の検討会による報告書に基づき、平

成 27 年４月から、いわゆる健康食品等の加工食品及び農林水産物に関し、企業等の

責任において科学的根拠をもとに機能性を表示できる新たな制度が全国にて開始され

た。  

 本県では、この新たな制度に対応した商品の創出支援のため、平成 27年度に食の

機能性評価の実施を希望する事業者を対象とした相談窓口を開設するとともに、相談

対応等の機能性評価に関する取組支援を行った。平成 28年度は、県による専門家の

派遣や、大学等とのコーディネート等の支援を行った。 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与

 この制度を活用し、県内の食品メーカーが消費者庁に対し機能性表示食品の届出を

行い、平成 29年６月に三重県に本社を置く企業として初めて機能性表示食品の届出

が受理された。 

令和元年度において、三重県企業による機能性表示食品の届出が受理されている

が、ＭｉｅＬＩＰを活用して製品化されたものではないことから目標達成への寄与は

なかった。 

③規制の特例措置の提案
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  ③－１ 「医薬品の範囲に関する基準」に規定する「医薬品的な形状の解釈」の緩和に

ついて（令和元年秋協議） 

ア 提案の概要 

     食品にアンプル形状の容器を用いることができるよう、容器に医薬品ではない旨

を明示することで、形状のみによって医薬品に該当するか否かの判断を行わないよ

うに錠剤、丸剤又はカプセル剤と同様の取扱をしてほしい。 

イ 国と地方の協議の結果 

     関係省庁と協議中。 

 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

① 財政支援：評価対象年度における事業件数 ０件 

＜調整費を活用した事業＞ 

・みえライフイノベーションヘルスケア産業創出ネットワーク形成事業（地域新産業戦

略推進事業（地域新産業集積戦略推進事業）） 

ア 事業の概要 

  平成 25年度に本事業を活用し設置したＭｉｅＬＩＰにおいて、地域資源を活用

した製品・サービス等の開発に取り組んでいる。ＭｉｅＬＩＰ津では大学と県内も

のづくり企業等による脊椎インプラントの開発、ＭｉｅＬＩＰ鈴鹿では国内大手食

品メーカーと市、大学による食の臨床研究や企業と大学による介護支援ロボットの

研究開発、ＭｉｅＬＩＰ多気では企業と地元高校生との共同開発による柑橘や茶等

の県内地域資源を活用した化粧品の製造・販売が行われるなど、各地で活発な活動

が行われている。 

  また、県においては、新たな製品・サービス等の上市につなげていくため、大学

とものづくり企業による医療機器の開発、医療・福祉現場での実証取組の促進等に

より、ＭｉｅＬＩＰを積極的に支援している。 

イ 評価対象年度における財政支援の活用状況と目標達成への寄与 

  調整費を活用して設置したＭｉｅＬＩＰの支援により、令和元年度は 11件の製

品・サービスが製品化されており、数値目標（２）に規定する「ＭｉｅＬＩＰを活

用して製品化されたヘルスケア分野の製品・サービス数（累計）」の達成に寄与し

ている。 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

  ＭｉｅＬＩＰについては、県内７箇所に設置した各拠点が主体となって地域の

様々な製品・サービスの創出に寄与するものであり、設置当初から自立して活動に

取り組んでいる。 

 

＜既存の補助制度等による対応が可能となった事業＞ 

  企業からの相談や既存の補助制度等の活用につながる具体的な案件がなかったこと

から、該当なし。 

 

②税制支援：評価対象年度における適用件数 ０件 

  地域活性化総合特区を対象とする税制支援（特定新規中小会社が発行した株式を取

得した場合の課税の特例）が平成 29年度末で廃止されたことから、該当なし。 
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③金融支援（利子補給金）：評価対象年度における新規契約件数 ０件 

③－１ みえライフイノベーションプラットホーム整備事業（①統合型医療情報データ

ベース整備）（地域活性化総合特区支援利子補給金） 

ア 事業の概要 

  指定金融機関が、総合特区内において、県内に整備されている医療系ネットワー

クを活用し、患者等の医療情報（健診、治療、投薬、検査、診断用画像、副作用情

報、遺伝子情報等）を統合することによって、疾患モデルの開発及び解析、質の高

い治験の提供、市販後調査の迅速な実施等、従来の医薬品、医療機器等の研究開発

に革新的な手法をもたらす開発指向型の医療情報データベースを構築する「みえラ

イフイノベーションプラットホーム整備事業」に関する取組に必要な資金を貸し付

ける事業を行う。 

イ 評価対象年度における金融支援の活用状況と目標達成への寄与 

   事業実施主体（三重大学）からの相談や利子補給金の活用につながる具体的な案

件がなかったことから、該当なし。 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

  引き続き、県内金融機関や事業実施主体に向けて本制度の周知を行うなど、利用

促進を図っていく。 

  また、今後貸し付けが実行された場合、資金支給期間の経過後においても統合型

医療情報データベースの活用に向けた支援を行っていく。 

 

③－２ みえライフイノベーションプラットホーム整備事業(②施設整備、人材確保等)

（地域活性化総合特区支援利子補給金） 

ア 事業の概要 

  指定金融機関が、総合特区内において、医療・健康・福祉分野の研究、製品開発

を支援するＭｉｅＬＩＰセントラル及び６地域拠点の整備、設備機材等の調達、コ

ーディネーター等の人材を確保し、企業、研究者等が研究シーズを探索し、速やか

に実践でき、評価も可能な研究環境とともに、研究シーズ・ニーズの提供、外部資

金の獲得及び臨床・共同研究のコーディネート等の研究活動支援サービスを提供で

きる体制を構築する「みえライフイノベーションプラットホーム整備事業」に関す

る取組に必要な資金を貸し付ける事業を行う。なお、平成 25年度以降の実績とし

ては、累計３件の活用実績となっている。 

イ 評価対象年度における金融支援の活用状況と目標達成への寄与 

  企業からの相談や利子補給金の活用につながる具体的な案件がなかったことか

ら、該当なし。 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

  引き続き、県内金融機関や県内ものづくり企業に向けて本制度の周知を行うな

ど、利用促進を図っていく。 

  また、現在利子補給を受けている企業については、支給期間の経過後も研究開発

や販路開拓にあたっての企業間マッチング等の支援を行っていく。 

 

③－３ みえライフイノベーション研究開発推進事業（地域活性化総合特区支援利子補
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給金） 

ア 事業の概要 

  指定金融機関が、総合特区内において、ＭｉｅＬＩＰセントラル及び６地域拠点

を活用した研究並びに製品開発を支援する「みえライフイノベーション研究開発推

進事業」に関する取組に必要な資金を貸し付ける事業を行う。なお、平成 25年度

以降の実績としては、累計５件の活用実績となっている。 

イ 評価対象年度における金融支援の活用状況と目標達成への寄与 

  指定金融機関から企業の利子補給金活用に関する相談はあったものの、活用につ

ながる具体的な案件がなかったことから、該当なし。 

ウ 将来の自立に向けた考え方 

  引き続き、県内金融機関や県内ものづくり企業に向けて本制度の周知を行うな

ど、利用促進を図っていく。 

  また、現在利子補給を受けている企業については、支給期間の経過後も研究開発

や販路開拓にあたっての企業間マッチング等の支援を行っていく。 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す

る民間の取組等） 

   財政上の支援としては、特区内への企業立地や施設・設備投資を促進するための補助

制度や成長産業に関連した施設・設備補助金支援等を行うことにより、特区の数値目標

（４）の達成に寄与する取組を進めている。 

   なお、特区の数値目標（１）の達成に向け、県ではデータベースの利活用に必要なセ

キュリティの確保と機能強化等に要する経費に対する支援（平成 30年度補助事業、令

和元年度に繰越）を実施したほか、ＰＲリーフレットを作成するとともに大規模展示会

にて医療機器メーカー等へのＰＲを行った。また、令和元年度においても県内９医療機

関を対象とする統合型医療情報データベースによる医療情報の収集が引き続き行われた

結果、令和２年３月末時点で約 48.8万人分の情報が収集され、三重県人口約 177万人

の 1/4 以上をカバーできる医療情報データベースとなった。 

   また、平成 23年度から 28年度までの間に企業の医薬品・医療機器・化粧品等の開発

に対して補助金を交付した案件においては、令和元年度末までに計 28件の製品化事例

が生まれている。 

 

   金融上の支援としては、平成 26年４月に中小企業・小規模企業が経済的社会的環境

の変化に対応し、本県経済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄与することを目的と

する「三重県中小企業・小規模企業振興条例」を施行するとともに、同条例に基づく三

重県版経営向上計画を策定した企業に対し融資を行う制度（令和元年度融資実績は１

件）を創設するなどの取組を進めている。 

 

   体制強化としては、平成 25年４月、知事を本部長とする「みえライフイノベーショ

ン総合特区推進本部」を設置するとともに、県庁内に総合特区推進を目的とする「ライ

フイノベーション課」を新設し、７名（令和元年度）の課員が特区事業の取組に注力す

るほか、本特区取組を県庁全体で推進している。また、経済産業省が進める「地域版次
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世代ヘルスケア産業協議会」を設置するなど、企業等の取組支援を行うとともに、平成

30 年度からは医療・福祉機器開発支援に関する広域連携の取組として、従来の岐阜

県、広島県に、東京都、福島県を加えた１都４県による連携取組を継続している。令和

元年度の広域連携取組の具体的な内容としては、一般社団法人日本医療機器テクノロジ

ー協会主催の「第７回医療機器技術マッチングサイト交流セミナー」における自治体の

支援企業出展の提案・実施や、三重県企業と岐阜県企業との連携による製品の開発及び

販売開始が挙げられる。 

   さらに、平成 29年度から開始した「認知症ケア製品等開発・普及加速化事業」にお

いては、令和元年度に開発に意欲のある企業の発掘・開発支援を行い、７件の開発着手

につながった。また、企業による認知症に関連した製品・サービスの開発・販路開拓の

ためのマッチングを狙いとした「認知症関連商品・サービス情報交換会」を開催し（３

回）、企業間の連携が生まれてきている。 

   今後も認知症に関連した製品・サービスを本県から創出するため、引き続き、企業、

県内大学等と連携し、ニーズに基づく製品開発の取組を支援していく。 

 

   民間の取組としては、県内ものづくり企業による医療機器、福祉用具等の事業化を目

的に県が平成 25年度に設置した「みえ医療・福祉機器ものづくりネットワーク」（対象

は医療・健康・福祉分野に関心を示す県内ものづくり企業）の会員の拡大を、関係機関

である公益財団法人三重県産業支援センターと推進した。 

   そのほか、タブレット端末を活用した高齢者の健康管理等サービスの実証実験を電機

メーカー・自治体が連携し進めてきた結果、令和元年度に製品化に至った。さらにＡＩ

と電力データを用いたフレイル検知の実証実験をＩｏＴ・ＡＩ事業者・大学・自治体等

が連携し進めるなど、各実施主体において活発な取組が進んでおり、産学官民の連携が

促進されている。 

 

７ 総合評価 

   統合型医療情報データベースを活用した製薬企業等との共同研究契約の締結について

は、事業主体である三重大学医学部附属病院と企業等との間で平成 30年度中に検討・

審査が行われていた案件について契約締結に至ったほか、県によるＰＲや三重大学内に

おいても活用検討が行われた結果、令和元年度は２件となり目標を達成した。さらに別

途、三重大学内での活用も１件開始されている。 

 

   平成 25年度に総合特区制度の財政支援を受けて県内７箇所に設置したＭｉｅＬＩＰ

については、それぞれのＭｉｅＬＩＰが核となり、各拠点において製品・サービスの開

発を継続しているほか、規制の特例措置や金融支援、地域独自の取組等により、企業の

研究開発に資する事業環境の整備も進んだ結果、ＭｉｅＬＩＰの支援を受けて企業等が

上市した製品・サービス数は令和元年度までに 66件となるなど、成果をあげることが

できた。 

 

   ヘルスケア分野の製品・サービスの創出に伴う新市場開拓規模については、平成 30

年度実績値への寄与が大きかった上位社による令和元年度実績値が小幅にとどまったた

め、数値目標の達成に至らなかったものの、以上のように令和元年度は、統合型医療情
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報データベースの活用促進やＭｉｅＬＩＰによる研究開発支援活動の活性化等に取り組

んだこと等により、その他の数値目標を達成した。引き続き総合特区としての取組を継

続していく。 
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

前計画（平成28年度） 当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値
≪定性的評価≫
情報収集体制

の構築
1（件） 2（件） 3（件） 4（件）

実績値 ―
≪定性的評価≫
情報収集体制
の構築完了

0（件） 2（件）

進捗度（％） ― 0% 100%

三重大学医学部附属病院において人材確保に努めていく。データセンターの人材不足に対し、大学院生の活用も考えられるのではないか。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（１）

統合型医療情報デー
タベースの活用

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

目標達成の考え方及び目標達成に向け
た主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や数値の
根拠等
※定性的評価の場合は、数値の根拠に
代えて計画の進行管理の方法等

進捗状況に係る自己評価（進捗が遅れ
ている場合は要因分析）及び次年度以
降の取組の方向性

三重大学医学部附属病院が構築する県内９医療機関が保有する患者の医療情報を統合した
データベースを活用することにより、大規模災害時における医療情報喪失防止のためのバック
アップ（保全）、地域医療の適切化・均てん化のための医療機関間の切れ目のない連携をめざす
とともに、画期的な医薬品や医療機器等の研究開発の促進等につなげていく。

統合型医療情報データベースを活用した製薬企業等との共同研究を推進することは、画期的な
医薬品や医療機器等の製品化につながるため、製薬企業等との共同研究契約を数値目標として
設定した。

ただし、平成29年度は、30年度以降の統合型医療情報データベースの活用に向けた情報収集
体制の構築を目標とする。

目標値については、医薬品の製品化には数年を要するため、製品化の足掛かりとして共同研
究契約の締結数が適切と考え、標準化作業が完了する平成30年度以降、毎年１件を目標に、最
終年度までに累計４件の契約数と設定した。

令和元年度は目標を達成した。
また、医療情報の収集が引き続き行われた結果、令和２年３月末時点で約48.8万人分の情報が

収集され、三重県人口約177万人の1/4以上をカバーできる医療情報データベースとなった。
今後も三重大学医学部附属病院と製薬企業等との統合型医療情報データベースを活用した共

同研究の促進に向けた支援を行っていく。

該当なし
代替指標の考え方または定性的評価
※数値目標の実績に代えて代替指標ま
たは定性的な評価を用いる場合

外部要因等特記事項 該当なし

数値目標（１）
統合型医療情報データ

ベースを活用した製薬企業
等との共同研究契約の締
結数（累計） ４件（令和３

年度）

寄与度(※)：100（％）
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

前計画（平成28年度） 当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 8（件） 17（件） 27（件） 38（件） 50（件）

実績値 ― 8（件） 19（件） 30（件）

進捗度（％） 100% 112% 111%

令和元年度は目標を達成した。引き続きヘルスケア分野の製品・サービスの開発に関心を持つ
企業等によるＭｉｅＬＩＰの活用を促進するため、企業訪問等を戦略的に行うことで、総合特区計画
に基づく取組の周知に努めるとともに、企業等の製品開発活動に必要なコーディネート等の支援
を行う。

※令和元年度に製品化された製品・サービス11件：①オールインワンジェル「ピアニン」、②まご
コサミンクリームA、③血栓形成能測定装置「T-TAS®01」、④ぷるCURE アイスパック、⑤サポー
ター用冷温サーモパック、⑥関節冷却サポーター用冷却剤、⑦医療機器部材用金型、⑧座圧軽
減装具「フワット」、⑨Lustromedic舌圧子、⑩泡シャワー「KINUAMI（絹浴み）」、⑪頭の健康管理
サービス

外部要因等特記事項 該当なし

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（２）

ヘルスケア分野の製
品・サービスの増加

数値目標（２）
ＭｉｅＬＩＰを活用して製品化
されたヘルスケア分野の製
品・サービス数（累計） 50

件（令和３年度）

寄与度(※)：100（％）

進捗状況に係る自己評価（進捗が遅れ
ている場合は要因分析）及び次年度以
降の取組の方向性

該当なし

目標達成の考え方及び目標達成に向け
た主な取組、関連事業

企業や研究機関等の製品開発を支援するため、平成25年９月に県内７箇所に設置した研究開
発支援拠点（ＭｉｅＬＩＰ）が核となり、医療・福祉現場ニーズを収集するとともに、産学官民金による
ネットワークを形成することで、医薬品・医療機器等の開発につなげていく。

各年度の目標設定の考え方や数値の
根拠等
※定性的評価の場合は、数値の根拠に
代えて計画の進行管理の方法等

研究開発支援拠点MieLIPが平成24年度から平成28年度までの計画期間において整備されたこ
とにより、MieLIPを核とした製品・サービスの製品化（市場への流通・提供の開始）に向けた取組
数の増加が期待でき、製品化数も増えると見込まれることから、初年度（平成29年度）の８件増を
スタートに、毎年度１件ずつ増加させ、５年間の計画期間中には50件（累計）に増加させる目標値
とした。

代替指標の考え方または定性的評価
※数値目標の実績に代えて代替指標ま
たは定性的な評価を用いる場合

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

前計画（平成28年度） 当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 288（百万円） 336（百万円） 384（百万円） 432（百万円） 480（百万円）

実績値 169（百万円） 8,439（百万円） 651（百万円） 349（百万円）

進捗度（％） 2930% 194% 91%

評価指標（３）

ヘルスケア産業の振
興

数値目標（３）－①
ヘルスケア分野の製品・

サービスの創出に伴う新市
場開拓規模 240百万円
（平成28年度見込）→480

百万円（令和３年度）年度）

寄与度(※)：50（％）

代替指標の考え方または定性的評価
※数値目標の実績に代えて代替指標ま
たは定性的な評価を用いる場合

該当なし

目標達成の考え方及び目標達成に向け
た主な取組、関連事業

企業や研究機関等の製品開発を支援するため、平成25年９月に県内７箇所に設置した研究開
発支援拠点（ＭｉｅＬＩＰ）が核となり、医療・福祉現場ニーズを収集するとともに、産学官民金による
ネットワークを形成することで、医薬品・医療機器等の開発につなげていく。

各年度の目標設定の考え方や数値の
根拠等
※定性的評価の場合は、数値の根拠に
代えて計画の進行管理の方法等

ヘルスケア産業の振興を評価する指標として、MieLIPを活用した事業者が、事業者自身のヘル
スケア分野の取組を伸長させたかどうかを測定することとし、これら事業者がヘルスケア分野の
製品・サービスを製品化することによって生じた①新市場開拓規模（売上）と②新規雇用創出数を
設定した（単年度分。寄与度50％）。

最終目標のうち、新市場開拓規模（売上）については、平成28年度240百万円（見込）から平成
33年度には100％増である480百万円に伸ばすこととし、新規雇用創出数については、直近３か
年の伸び率の推移を参考に前年度比1.05％の伸び率を設定して、平成28年度40人（見込）から
平成33年度50人とした。

進捗状況に係る自己評価（進捗が遅れ
ている場合は要因分析）及び次年度以
降の取組の方向性

令和元年度は目標達成に至らなかった。
その要因としては、平成30年度実績値への寄与が大きかった上位社による令和元年度実績値

が小幅にとどまったためである。
当該企業を除いた実績値は平成30年度以降も伸びていることから、引き続きＭｉｅＬＩＰや総合特

区計画に基づく取組を周知するとともに、企業等の製品開発活動に必要なコーディネート等の支
援を行う。

外部要因等特記事項
実績値の算出にあたっては、企業に対し調査を行っているが、新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部の企業の回答が遅れており、十分な集計ができていない。

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

前計画（平成28年度） 当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 42（人） 44（人） 46（人） 48（人） 50（人）

実績値 71（人） 84（人） 148（人） 104（人）

進捗度（％） 200% 336% 226%

評価指標（３）

ヘルスケア産業の振
興

数値目標（３）－②
ヘルスケア分野の製品・

サービスの創出に伴う新規
雇用創出数 40人（平成28
年度見込）→50人（令和３

年度）

寄与度(※)：50（％）

代替指標の考え方または定性的評価
※数値目標の実績に代えて代替指標ま
たは定性的な評価を用いる場合

該当なし

目標達成の考え方及び目標達成に向け
た主な取組、関連事業

企業や研究機関等の製品開発を支援するため、平成25年９月に県内７箇所に設置した研究開
発支援拠点（ＭｉｅＬＩＰ）が核となり、医療・福祉現場ニーズを収集するとともに、産学官民金による
ネットワークを形成することで、医薬品・医療機器等の開発につなげていく。

各年度の目標設定の考え方や数値の
根拠等
※定性的評価の場合は、数値の根拠に
代えて計画の進行管理の方法等

ヘルスケア産業の振興を評価する指標として、MieLIPを活用した事業者が、事業者自身のヘル
スケア分野の取組を伸長させたかどうかを測定することとし、これら事業者がヘルスケア分野の
製品・サービスを製品化することによって生じた①新市場開拓規模（売上）と②新規雇用創出数を
設定した（単年度分。寄与度50％）。

最終目標のうち、新市場開拓規模（売上）については、平成28年度240百万円（見込）から平成
33年度には100％増である480百万円に伸ばすこととし、新規雇用創出数については、直近３か
年の伸び率の推移を参考に前年度比1.05％の伸び率を設定して、平成28年度40人（見込）から
平成33年度50人とした。

進捗状況に係る自己評価（進捗が遅れ
ている場合は要因分析）及び次年度以
降の取組の方向性

令和元年度は目標を達成した。
引き続きヘルスケア分野の製品・サービスの開発に関心を持つ企業等によるＭｉｅＬＩＰの活用を

促進するため、企業訪問等を戦略的に行うことで、総合特区計画に基づく取組の周知に努めると
ともに、企業等の製品開発活動に必要なコーディネート等の支援を行う。

外部要因等特記事項 該当なし

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

前計画（平成28年度） 当初（平成29年度） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 50（件） 60（件） 70（件） 80（件） 90（件） 100（件）

実績値 53（件） 68（件） 85（件） 100件

進捗度（％） 106% 113% 121% 125%

評価指標（４）

ヘルスケア分野企業
（第２創業含む）及び
研究機関の立地件

数（累計）

数値目標（４）
50件（平成28年度見込）→

100件（令和３年度）

寄与度(※)：100（％）

代替指標の考え方または定性的評価
※数値目標の実績に代えて代替指標ま
たは定性的な評価を用いる場合

該当なし

目標達成の考え方及び目標達成に向け
た主な取組、関連事業

ＭｉｅＬＩＰや統合型医療情報データベース、総合特区制度に基づく特例措置・支援措置のほか、
県の企業投資促進制度や地域未来投資促進法に基づく支援措置等を活用することにより、企業
及び研究機関のヘルスケア（医療・健康・福祉）分野への投資を促進し、立地につなげていく。

各年度の目標設定の考え方や数値の
根拠等
※定性的評価の場合は、数値の根拠に
代えて計画の進行管理の方法等

三重県におけるヘルスケア分野企業（第２創業含む）及び研究機関の立地件数は、総合特区指
定前の５年間（平成18年度～平成22年度）の累計で25件であったことから、旧総合特区計画（平
成24年度～平成28年度）においては、開発環境の整備、総合特区における集中的支援による立
地の促進を見込むことで、５年間で従来の２倍の増加率になることを想定し、５年間で50件（累計）
増加させる目標を設定していた。

旧総合特区計画における目標を達成したことから、引き続き平成29年度から平成33年度までの
５年間で50件（累計）増加させる数値目標を設定した。

進捗状況に係る自己評価（進捗が遅れ
ている場合は要因分析）及び次年度以
降の取組の方向性

令和元年度は目標を達成した。引き続き当県の研究開発に適した事業環境やさまざまな支援
策をＰＲすることで、立地につなげていく。

外部要因等特記事項 該当なし

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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別紙１－２

■目標達成に向けた実施スケジュール
特区名：みえライフイノベーション総合特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

全体

活用に向けた準備・検討

共同研究契約０件 共同研究契約２件 共同研究契約１件 共同研究契約１件

事業１

県内企業への情報発信 県内企業への情報発信 県内企業への情報発信 県内企業への情報発信

薬用植物の試行栽培

薬用植物栽培マニュアルの作成

ニーズ収集 製品企画 開発支援

開発テーマ選定 開発支援 普及促進

事業２
①MieLIP連絡会議 ③みえライフイノベーション総合特区地域協議会

① ③ ① ③ ① ③ ① ③ ① ③ ① ③ ① ③ ① ③

② ④ ② ④ ② ④ ② ④ ② ④ ② ② ④ ② ④ ② ④

②みえメディカルバレー企画推進会議 ④みえメディカルバレー推進代表者会議

注１）工程表の作成に当たっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行った上で提出すること。
注２）特に翌年度の工程部分については詳細に記載すること。

戦略的営業活動
推進事業

統合型医療情報
データベースの活用
促進

R2 R3

ＭｉｅＬＩＰの活用促進

みえライフイノベー
ション総合特区促進
プロジェクト事業

H29 H30 R1H31

各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の研究開発支援 各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の研究開発支援 各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の研究開発支援 各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の研究開発支援

活用に向けた準備・検討、企業へのＰＲ 活用に向けた企業、大学内へのＰＲ

メディカルバレー
産学官民連携事
業

メディカルバレー産
学官民連携事業

医療・福祉機器
等製品化促進事
業

薬用植物供給体
制構築事業

認知症ケア製品
等開発・普及加
速化事業

みえライフイノ
ベーション総合特
区医療情報利活
用推進事業

統合型医療情報データベースのセキュ
リティ確保及び機能強化等

県内外ヘルスケア分野企業等訪問

医療機器メーカー等と県内企業、医療・福
祉現場と県内企業とのマッチング支援

医療・福祉機器等の製品開発における課
題等調査

医療機器メーカー等と県内企業、医療・福
祉現場と県内企業とのマッチング支援

医療・福祉機器等の製品開発における課
題等調査

医療機器メーカー等と県内企業、医療・福
祉現場と県内企業とのマッチング支援

県内企業の現状把握及び支援等

県内外ヘルスケア分野企業等訪問 県内外ヘルスケア分野企業等訪問

各ＭｉｅＬＩＰによる企業等の研究
開発支援

活用に向けた企業へのＰＲ

医療・福祉機器等の製品開
発における課題等調査

県内外ヘルスケア分野企業等訪問

活用に向けた企業へのＰＲ

県内外ヘルスケア分野企業等
訪問

医療機器メーカー等とのネットワーク強
化、大規模展示会における出展企業支援

県内企業の技術シーズ等の発掘、技術PR
シートの作成

医療機器メーカー等と県内企
業、医療・福祉現場と県内企業
とのマッチング支援
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別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

MieLIPの取組等に対して何かハードルがあれば規制緩和要望してほしい。
令和元年秋協議にて、企業の課題に対する規制の特例措置の提案を行い、協議中であ

る。

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）

該当なし

＜特記事項＞

該当なし

該当なし

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定地域活性化事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□ 特例措置の効果が認められる
□ 特例措置の効果が認められない

⇒□要件の見直しの必要性あり
□ その他

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。
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別紙３

■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの）

事業名
関連する数値

目標
年度 H29 H30 R1 R2 R3 累計 備考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

税制支援措置の状況

事業名
関連する数値

目標
年度 H29 H30 R1 R2 R3 累計 備考

該当なし 件数

金融支援措置の状況

事業名
関連する数値

目標
年度 H29 H30 R1 R2 R3 累計 備考

みえライフイノベーションプラッ
トホーム整備事業（①統合型医療
情報データベース整備）（地域活
性化総合特区支援利子補給金）

数値目標
（２）

数値目標
（３）

新規契約件数 0 0 0 0

みえライフイノベーションプラッ
トホーム整備事業(②施設整備、
人材確保等)（地域活性化総合特
区支援利子補給金）

数値目標
（２）

数値目標
（３）

新規契約件数 0 0 0 0
平成25年度以降の実績としては、累計３件の活

用実績となっている。

みえライフイノベーション研究開
発推進事業（地域活性化総合特区
支援利子補給金）

数値目標
（２）

数値目標
（３）

新規契約件数 0 1 0 1
平成25年度以降の実績としては、累計５件の活

用実績となっている。

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

財政支援措置の状況

該当なし

補助制度等所管府省名：該当なし
対応方針の整理番号：該当なし
特区調整費の活用：該当なし

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

総事業費(a+b)

自治体予算(b)
（実績）
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別紙４

■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

医療情報利活用
推進事業費補助
金

数値目標（１）
医療情報データベースの利活用に必要なセキュリティの確

保と機能強化等に要する経費に対する支援（平成30年度補助
事業、令和元年度に繰越）を実施した。

令和元年度は統合型医療情報データベースを活用した製薬
企業等との共同研究契約の締結が２件となり目標を達成し
た。

また、令和２年３月末時点で約48.8万人分の医療情報が収
集され、三重県人口約177万人の1/4以上をカバーできる医療
情報データベースとなった。

三重県

マイレージ制度
【企業立地促進
補助制度】

数値目標（４）

県内事業者の投資意欲を喚起するため、平成25年度に、補
助金の投資要件（５億円以上）を一度の投資額では満たして
いなくても、５年間通算の投資額合計で満たせば要件達成と
みなす補助制度を創設した。さらに平成28年度には、県内操
業企業の再投資を促進するため、一部要件の緩和を行った
（令和元年度認定件数４件）。

本制度は、経営基盤が脆弱な中小事業者を対象とした投資
活動を促進させる制度であり、企業からの問い合わせや相談
も多く寄せられており、４件の認定は左記の数値目標の達成
に寄与するものであった。令和元年度には、労働環境の改善
も促進するよう制度改正を行っており、引き続き利用促進に
向けた活動を行う。

三重県

成長産業立地補
助金
研究開発施設等
立地補助金

数値目標（４）

ライフイノベーション分野等成長産業等に係る工場を設置
した企業や研究開発施設等を設置する企業に対し、一定の要
件を満たした場合、建物、機械設備等の取得に要する経費に
対して補助を行った（令和元年度補助交付実績１件）。

本制度は、成長産業に注力した設備投資支援策であり、企
業等に活用促進を図った結果１件に対して補助を行い、県内
における成長産業等の立地につながるとともに、左記の数値
目標の達成に向けた取組として効果が認められた。令和元年
度には、労働環境の改善も促進するよう制度改正を行ってお
り、引き続き利用促進に向けた活動を行う。

三重県

税制支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

該当なし

金融支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

・みえ経営向上
支援資金
・小規模事業資
金（みえ経営向
上支援扱い）

数値目標（２）
数値目標（３）

平成26年度に施行した「三重県中小企業・小規模企業振興
条例」に基づき、三重県版経営向上計画を策定した中小企業
に対して融資を行った。

平成29年度は小規模事業資金にみえ経営向上支援扱いを新
設した。（令和元年度融資実績：小規模事業資金（みえ経営
向上支援扱い）１件）

本制度は、経営課題に対する解決策を本格的に実行しよう
とする県内中小企業に対する融資制度であり、経営向上に対
する主体的な努力を促進し、その挑戦を後押しするだけでな
く、意欲を引き出すもので、実施の結果、左記の数値目標の
達成に向けた取組として効果が認められた。

そこで、令和２年度以降も引き続き利用促進に向けた活動
を行う。

三重県

市町連携型金融
支援補助金

数値目標（２）
数値目標（３）

みえライフイノベーション総合特区の推進に向けた設備投
資等、県が策定した「みえ産業振興戦略（平成30年11月「み
え産業振興ビジョン」に改訂）」を推進する取組を支援する
ため、市町が、融資が必要な事業に対して独自に融資（利子
補給又は保証料軽減制度）を実施する場合、県が利子負担軽
減及び保証料軽減に必要な費用の支援を行う制度を平成25年
度に創設するとともに、補助を行った（令和元年度末現在で
７市町が事業創設、４市へ補助金交付。）。

本制度は、みえライフイノベーション総合特区に関連する
取組を行う中小事業者を資金面で支援する制度であり、実施
の結果、左記の数値目標の達成に向けた取組として効果が認
められた。

そこで、令和２年度以降も引き続き利用促進に向けた活動
を行う。

三重県・各市
町
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別紙４

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

該当なし

規制強化
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

該当なし

その他
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

該当なし

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

平成25年４月、知事を本部長とする「みえライフイノベーション総合特区推進本部」を設置するとともに、県庁内に総合特区推進を目的とする「ライフ
イノベーション課」を新設し、７名（令和元年度）の課員が特区事業の取組に注力するほか、本特区取組を県庁全体で推進している。また、経済産業省が
進める「地域版次世代ヘルスケア産業協議会」を設置するなど、企業等の取組支援を行うとともに、平成30年度からは医療・福祉機器開発支援に関する広
域連携の取組として、従来の岐阜県、広島県に、東京都、福島県を加えた１都４県による連携取組を継続している。令和元年度の広域連携取組の具体的な
内容としては、一般社団法人日本医療機器テクノロジー協会主催の「第７回医療機器技術マッチングサイト交流セミナー」における自治体の支援企業出展
の提案・実施や、三重県企業と岐阜県企業との連携による製品の開発及び販売開始が挙げられる。

民間の取組としては、県内ものづくり企業による医療機器、福祉用具等の事業化を目的に県が平成25年度に設置した「みえ医療・福祉機器ものづくり
ネットワーク」（対象は医療・健康・福祉分野に関心を示す県内ものづくり企業）の会員の拡大を、関係機関である公益財団法人三重県産業支援センター
と推進した。

そのほか、タブレット端末を活用した高齢者の健康管理等サービスの実証実験を電機メーカー・自治体が連携し進めてきた結果、令和元年度に製品化に
至った。さらにＡＩと電力データを用いたフレイル検知の実証実験をＩｏＴ・ＡＩ事業者・大学・自治体等が連携し進めるなど、各実施主体において活発
な取組が進んでおり、産学官民の連携が促進されている。
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